
 

 

 

 

 2022年11月29日 

各  位   

会 社 名 株式会社ジー・スリーホールディングス 

代表者名  代表取締役 笠原 弘和 

    （コード：3647 東証スタンダード） 

問合せ先 取締役管理部長 山之内 督宗 

       （電話：03-5781-2522） 

 

 

財務報告に係る内部統制の開示すべき重要な不備に関するお知らせ 

 

当社は、金融商品取引法第24条の４の４第１項に基づき、2022年８月期の内部統制報告書におい

て、開示すべき重要な不備があり、当社の財務報告に係る内部統制は有効でない旨記載いたしまし

たので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．開示すべき重要な不備の内容 

当社は、2017年８月期に当社が販売した未稼働太陽光発電所の権利の売上について、その売

上金額280百万円の計上の時期は、本来であれば2019年８月期に計上すべきものではないかとの

外部からの指摘を受け、売上時期の適切性について社内で検討した結果、専門的かつ客観的な調

査が必要であるとの判断に至り、2021年11月10日に利害関係を有しない外部専門家３名から構成

される特別調査委員会を設置して、調査を行い、2022年１月28日に特別調査委員会から調査報告

書を受領いたしました。 

当該調査の結果、連結の範囲並びに売上の計上(売上計上要件を満たさない売上)に関する不

適切な会計処理、及び関連当事者の範囲について網羅的な把握ができていなかった等の事実が判

明しました。このため、当社は過年度の決算を訂正し、2017年８月期から2020年８月期の有価証

券報告書、2017年８月期第３四半期から2021年８月期第３四半期までの四半期報告書について、

訂正報告書を提出することといたしました。 

また、特別調査委員会により認定された不適切な会計処理は、当社グループ全体における過

度な業績追及の姿勢・認識を背景として、一部の役員への権限が集中したことによる案件のブラ

ックボックス化、コーポレート・ガバナンスの機能不全、及び内部統制システムの運用不備等に

より、信頼性のある財務報告を実現するための統制環境の構築が軽視され、広範囲にわたる全社

的な内部統制の不備を引き起こした結果、生じたものと認識しております。また、関連当事者の

範囲については、決算・財務報告プロセスにおいて、関連当事者を把握するための情報収集体制

等に不備があったものと認識しております。このような財務報告に係る内部統制の不備は、財務

報告に重要な影響を及ぼし得ることから、引き続き開示すべき重要な不備が存在すると判断いた

しました。 

 



 

 

 

２．事業年度末日までに是正できなかった理由 

当社は、特別調査委員会の提言等を踏まえ改善計画を策定し、コンプライアンス委員会の設

置、ガバナンス体制の見直し、業務提携先との関係整理、内部管理体制の強化、内部監査体制の

強化等の再発防止策に取り組んでおりますが、当事業年度の末日までに評価のための十分な期間

を確保できず、内部統制に関しての整備・運用に関する十分な期間を確保することができなかっ

たことから、当事業年度末までに是正措置を完了することができませんでした。 

 

３．開示すべき重要な不備の是正方針 

当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を認識しており、これらの開示すべき重要な不備を

是正するために、内部管理体制を整えるための再発防止策を記載した「改善計画・状況報告書」

を、2022年５月20日付け「改善計画・状況報告書の公表に関するお知らせ」にて公表しました。 

当社は当該「改善計画・状況報告書」に基づき、主に以下の再発防止に向けた改善施策を実

施しております。 

(1)コンプライアンス委員会の設置 

2022年６月15日付け「コンプライアンス委員会の設置に関するお知らせ」にて公表したとお

り、コンプライアンス委員会を新設し、2022年６月以降毎月開催しております。関連当事者取

引や利益相反取引等の一般株主の利益を害する恐れのある取引等について、事前に取引の必要

性や取引条件の妥当性、合理性を検証し、取締役会に対して適宜意見を述べております。 

 

(2)ガバナンス体制の見直し 

 ①取締役会の見直し 

経営、法務、会計に関する知見を有する社外取締役を選任することとし、取締役会につ

いてスキルバランスを考慮した構成としております。また、すべての役員は法令遵守等の

資質を有する人材であるよう、役員規程を2022年６月に変更し、その旨を明記いたしまし

た。 

書面決議の濫用を回避する運用の徹底を継続するため、書面決議の実施要件については

取締役会規程を2022年６月に変更し明記しております。なお、当事業年度に書面決議の実

施はございません。     

②監査等委員会の見直し 

監査等委員が会社情報を適時適切に入手することができるよう、2022年４月から内部監

査室を監査等委員会の直轄の組織に変更しております。さらに、監査等委員会の補助者を

内部監査室とし、内部監査部門を2022年６月から常勤の室員を配置することで監査等委員

会への十分な情報共有体制を確保しております。 

③経営会議の見直し 

経営会議の参加者は、代表取締役、業務執行取締役、執行役員のほか、2022年６月より、

オブザーバーとして各部部長、内部監査室員が出席し、監査等委員会からも１名がオブザ

ーバーとして参加しており、監査等委員が経営会議に臨場することによって、より解像度

の高い円滑な情報共有が可能となり、監査等委員会の実効性確保にも資するものとなって

おります。 

④指名委員会 

指名委員会の実効性をより高めるため、2022年６月に指名委員会規程を新設いたしまし

た。指名委員会の委員長は独立社外取締役とし、取締役候補者等と面談等を行い、上場企



 

 

 

業の役員たる適格性を有しているか否かを評価することといたしました。なお、取締役の

報酬・懲罰・減俸について、監視監督機能をより有効に機能させるため、当該規程にて、

決裁権限を代表取締役から指名委員会へ委譲しております。 

⑤研修及び勉強会の実施 

コンプライアンス意識を高めるための研修を2022年７月以降継続的に実施しており、以

下の社内研修を行っております。 

・2022年７月 関連当事者取引 (講師：コンプライアンス委員) 

・2022年８月 社内規程    (講師：内部監査室) 

各研修終了後は理解度チェックを実施し、取締役会及びコンプライアンス委員会へ実施

状況や理解度チェックの結果を報告しております。 

また、取締役及び内部監査室員に対して、自社事業に関連する重要法令等の知識及び全

体像を把握する機会を提供・継続して知識のアップデートを図る目的に、以下の勉強会を

実施しております。 

・2022年４月 太陽光発電事業 

・2022年５月 新規エネルギー事業 

 

(3)業務提携先との関係整理 

当社の取締役１名と執行役員３名は太陽光発電事業において、競業関係にある会社の役職員

を兼務しておりましたが、2022年11月開催の定時株主総会を目途に兼務状況を解消することと

しました。 

 

(4)内部管理体制の強化  

①規程の整備 

業務フローの不備に対して新たにルールを設け、妥当性・適切性の確認を実施した上で

現行のルールを規程に明記するなど、主に以下の社内規程の新設・改定を行っております。 

・新設：（2022年６月）コンプライアンス委員会規程、関連当事者取引管理規程 

指名委員会規程 

・改定：（2022年６月）役員規程、取締役会規則、内部通報制度運用規程 

（2022年８月）株式取扱規程、債権管理規程 

②業務プロセスの整備 

2022年６月に関連当事者取引規程を新設し、関連当事者取引や利益相反取引に該当する

取引を行う場合は、コンプライアンス委員会による意見を聴取したうえで、取締役会での

慎重な審議を行うこととし、一般株主等の利益を犠牲にせず、かつ、会社の利益になると

いうことが厳密な手続きをもって確認されない限り、実行することがないようルールやプ

ロセスの整備を行いました。また、既存取引についても、コンプライアンス委員会におい

て、内部監査室を通じてリスクの洗い出しを改めて実施し、取引の継続についての再審議

を2022年８月に実施しております。 

③モニタリングの実施 

2022年４月から内部監査室を監査等委員会の直属の組織としたことで内部監査の実施

状況は定期的に監査等委員に報告を行うほか、監査の過程で問題が検出された場合には、

直ちに監査等委員に報告され、監査等委員会を通じて、取締役会、会計監査人及びコンプ

ライアンス委員会に報告される体制を構築しております。 



 

 

 

④内部通報制度の充実 

2022年６月に内部通報規程を改定し、通報先については社内通報先を内部監査室長、社

外通報先を監査等委員である弁護士とする通報ルートを確立し、匿名性を確保するととも

に通報者に不利益とならない十分な配慮を施して、内部通報制度の充実を図ることにより、

不正等に関する情報の早期把握に努めております。 

 

(5)内部監査体制の強化 

2022年４月に内部監査部門を監査等委員会の直属組織とすることで、執行部門からの独立性

を確保のうえ、2022年６月に内部監査部門に常勤の内部監査部員を配属し、内部監査室を１名

から２名に増員を行いました。さらに内部監査体制強化のため、2022年６月から外部専門家に

内部監査項目の見直しに関する指導を仰ぎ、実際に現場での内部監査業務のサポートを通じて

知識の強化やノウハウの蓄積を行っております。また、非常勤である監査等委員が会社情報を

適時適切に入手することができるよう監査等委員会補助者を内部監査室とし、監査等委員と内

部監査室とが密に連携する体制を構築しております。 

 

 （6）事業年度末日後、実施した再発防止策 

当社の開示すべき重要な不備を是正するための再発防止策について、当事業年度の末日後か

ら内部統制報告書提出日までに、以下の措置を実施しました。この結果、再発防止策の整備状

況は概ね目途がついてきたものの、運用状況については引き続き確認を行ってまいります。 

①コンプライアンス委員会の開催 

コンプライアンス委員会規程に基づき、2022年９月以降についても、コンプライアンス

委員会を毎月開催しております。 

②ガバナンス体制の見直し 

指名委員会の運用について、指名委員会規程に基づき2022年10月に指名委員会を開催し、

取締役候補者との面談等を基に、上場企業の役員たる適格性を有しているか否かを評価し

た結果を取締役会に報告しております。 

コンプライアンス意識を高めるための研修を2022年９月以降においても継続的に実施し

ており、当事業年度の末日後から内部統制報告書提出日までに以下の社内研修を行ってお

ります。 

・2022年９月 会社法上のコーポレート・ガバナンス(役員向け)(講師：監査等委員で

ある弁護士) 

・2022年９月 会社法上のコーポレート・ガバナンス(従業員向け)(講師：監査等委員

である弁護士) 

また、取締役及び内部監査室員に対して、2022年10月に再生可能エネルギー事業におけ

るオペレーション及びメンテナンス業務に関わる自社事業に関する勉強会を実施しており、

継続して知識のアップデートを行っております。 

③業務提携先との関係整理 

競業関係である企業の役員を兼務している当社の取締役１名及び執行役員である３名は

2022年11月に開催した株主総会終結の時をもって退任しており、兼務状況は解消されてお

ります。 

④内部管理体制の強化 

当社規程の更なる見直しを行い、妥当性・適切性の確認を実施した上で、事業年度の末



 

 

 

日後から内部統制報告書提出日までに、主に以下の社内規程の改定及び新設を行っておりま

す。 

・改定：（2022年９月）執行役員規程、投資規程、内部取引防止および内部情報管理規

程、SNS規程、職務分掌規程、稟議書取扱規程、コンプライアン

ス規程 

（2022年10月）グループ監査規程、第三者割当増資における割当先選定規程、

経理規程、固定資産管理規程、予算管理規程 

・新設：（2022年10月）営業管理規程 

   ⑤内部監査体制の強化 

2022年９月に内部監査部門において、常勤の内部監査部員の追加採用を行い、内部監査

室を３名体制とし、2022年11月に開催した株主総会にて常勤の監査等委員を選任し、更な

る内部監査体制の強化を図っております。 

 

４．連結財務諸表及び財務諸表に与える影響 

上記の開示すべき重要な不備に起因する必要な修正事項は、全て財務諸表及び連結財務諸表

に反映しております。 

 

５．連結財務諸表及び財務諸表の監査報告における監査意見 

適正に表示されているものと認められております。 

以 上 

 

 


